
病院長メッセージ　地域連携機関の皆さま方には当院の地域連携に格別のご高配を賜り、
厚く御礼申し上げます。
　また、患者さまにおかれましても常日頃ご支援をいただき、誠にあり
がとうございます。地域連携だよりのコーナーでは当院の情報をお知ら
せいたしますので、今後とも宜しくお願いいたします。

　地域連携に御協力いただく関連施設の諸先生並びに職員の方々には、御迷惑をお掛けす
ることが多く、この場を借りて先ずお詫び申し上げます。と言いますのも、早急な対応を
宜しくお願いしますとの御依頼に十分対応できないでいる現状を熟知しているからです。
　当神経内科は一人診療科として活動しており、総合診療科にお手伝い頂いて入院診療を
実行しております。このため、急性発症の四肢の麻痺や意識障害といった入院を要する患
者さんは、救急外来を通し総合診療科医師が担当医となり、内部コンサルテーションの形
で神経所見評価並びに画像・機能検査の実施並びに評価を行っております。一方、諸先生
方が当科に最も期待する、“現状の対応で良いものか判断に窮する”或いは“神経内科専門
医でなければ手に負えない神経変性疾患であるか否か評価して欲しい”といった外来通院
での新患患者診察には、多くの制限が生じております。
　この問題を解決する一助として、紹介元の諸先生方に重ねてのお願いがあります。

１．紹介状作成に際し、受診の目的を患者さんと共有し、明確にしてください。
　未だに、当科受診理由を患者さんから聞くと、“とにかく中央病院へ行くよう言われ
ました”との返事があり、実は診療希望が無い旨を長時間掛けた病歴聴取の後で判明
し、病歴の詳細を聞かれる事をむしろ迷惑に感じている方もいらっしゃいました。
２．患者さんの主訴を客観的な所見で御確認頂いた後に御紹介頂ければ幸いです。
　“歩けなく為りました”との紹介状を携えて独歩で受診して来られる患者さんの対応は
当科でも矢張り困難します。確認させて頂くと、また聞きしたような同伴の家族から、
“私は確かにそう聞きました”等半ば当方が非難される事も度々です。
３．暫定診断で内服治療を開始した後の御紹介は御遠慮ください。
　特にパーキンソン病を疑い、DOPA製剤を内服して紹介された場合、一旦内服を中止
した後に所見を評価する必要があります。いきなり中止することのできないこれらの内
服薬の整理のためにさらなる時間を要してしまいます。

　この他、手続に御不明な点は予め医療連携室に問い合わせ頂き、依頼内容の難解な紹介
状を持たせた直接来院を避けて頂き、潤沢な連携診療達成に御協力頂ければ幸いです。
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「地域医療構想で高度急性期・
  急性期医療を担う
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　「地域医療構想」とは一般の方には聞き慣れ
ないと思いますが、医療関係者にとっては、こ
の2、3年、さかんに地域で議論されてきた言葉
です。今の日本の現状として深刻な少子化と、
世界最高の長寿化（平成28年、男性80.98歳、
女性87.14歳）による人口動態の変化は社会保
障財政のバランスを大きく揺るがしています。
また地方では人口減少も進行しています。そこ
で「地域医療構想」を推し進める一環として、
高齢化による医療需要の増大に対して病床の機能
（高度急性期機能、急性期機能、回復期機能、
慢性期医療の他に在宅医療）の分化が求められて
います。そのため、今後団塊世代が後期高齢者
になる2025年以降に備えて、医療提供体制を
変えてゆこうと県や二次医療圏ごとに準備を進
めているのです。県立中央病院では、救急、手
術などを中心とする高度急性期医療・急性期医
療を推進することが期待されております。そし
て、回復期医療や在宅医療は、周辺地域の病
院・診療所と連携して進めていくことになって
まいります。
　私達を取り巻く現状をお話ししますと、とり
わけ日本は、世界で人口あたりの病院数、病床
数が最も多い上に、入院期間も欧米と比べると
2-3倍程度に長いのです。そのわりに日本は
GDPあたりの医療費は低く抑えられ、費用対効
果が良好とされてきたのですが、最近になって
GDPあたりの医療費が上昇しつつあります。こ
のままの状況が続きますと高齢者の比率がさら
に上昇する日本では医療費が払いきれなくなる
恐れがあります。そのため費用対効果を維持す

るには、急性期病床数の削減、平均在院日数の
短縮、後発医薬品の使用促進が重要とされてい
ます。日本でもこの10年は次第に入院日数が減
少し、外来治療が拡大しているので、入院受療
率（入院して治療を受ける率）は年に2%程度低
下を続けています。これをもっと加速させるた
めに考えられたのが地域医療構想で、急性期病
床を減少させつつ、一方で高齢化により不足す
る回復期病床（急性期医療の後にリハビリなどを
行うための病床）を増やそうとしているのです
（病床削減と病床転換）。
　当院のように急性期医療を担う病院では、将
来的には欧米のように同じ病床数で2倍程度の
患者さんの治療を行う高回転医療への転換が求
められるでしょう。在宅医療も発展させて、不
必要な入院を削減することも考えなければなり
ません。終末期医療のあり方も、日本は特殊な
ようで、病院で亡くなることが多い上に、経口
摂取困難になった場合にも経管栄養や経静脈栄
養が行われることが少なくないのです。今後そ
の是非についても議論されていくでしょう。ま
た、高回転の医療には鏡視下手術・血管内治療
などの低侵襲治療や手術・薬物療法の外来での
施行が必要条件になってまいります。このよう
な医療提供体制の変化が医療費の増大を抑制す
ると期待されていますが、医療機関の努力だけ
でなく、回復期医療専門の病院への転院などで
は患者さまのご理解が必要になってまいりま
す。患者さまにとって歓迎される医療を進めな
がら、地域医療構想を実現していこうと考えて
おります。
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